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レポーティングに関する国際動向について

1. 数あるレポーティングフレームワークの一貫性や比較可能性、合理化にかかる議論が、
TCFD（気候変動関連財務情報開示タスクフォース）をベースとして行われている。
例）Accountancy Europeによる標準化の検討

2. ESG評価指標の透明性や比較可能性に関する議論が行われている。
例）EUベンチマーク規則の改正

3. 財務報告における記述情報について、非財務情報の充実を図る議論が行われている。
例）IFRSマネジメントコメンタリー
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1.（１）Corporate reporting Dialogue（CRD)

（出典）GPIF委託調査研究 ESGに関する情報開示についての調査研究 報告書 2019年3月 ニッセイアセットマネジメント株式会社、 CRDウェブサイト

 グローバルなスタンダードセッター等が連携する動きが活発化。

 ２０１４年、IIRCが事務局となり、各レポーティングフレームワークの一貫性や比較可能性を高めること等を
目的としたCorporate reporting Dialogue（CRD)を立ち上げ。CDP、CDSB、GRI、ISO、IIRC、
SASB、IFRS、FASB（オブザーバー）が参加。

 ２０１９年９月、CRDのBetter Alignment Projectは、活動１年目の成果として、TCFD提言と各レ
ポーティングフレームワーク間の整合性を示すレポートを公表。



 2014年10月改正、2017年より適用開始
 従業員500 名以上のEU 域内企業（主に

上場企業や金融機関）に対し、マネジメントレ
ポート（財務報告と同一でなくてもよい）におい
て、①非財務情報、②取締役の多様性の開
示を求める内容

① 少なくとも環境、社会、従業員、人権尊重、腐
敗防止に関して以下の情報開示を要請
・ビジネスモデルの概要
・対応方針（デューデリジェンスを含む）
・方針の実施結果
・事業活動に関係する主要なﾘｽｸ、

その影響及びﾘｽｸ管理方法
・個別事業に関する非財務KPI

② 取締役会の多様性に関する方針とその目的
に関して以下の情報開示を要請
・年齢、性別、職歴、学歴等

1.（２）EU非財務情報開示指令

（出典）Unilever Annual Report and Accounts 2018
https://www.unilever.com/Images/unilever-annual-report-and-
accounts-2018_tcm244-534881_en.pdf

 EUでは、法定開示に幅広い非財務情報を取り込んでいる。

非財務情報開示指令（2014/95/EU）
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1.（２）EU非財務情報開示指令
気候関連情報のレポーティングに関するガイドライン

（出典）Guidelines on non-financial reporting: Supplement on reporting climate-related information, European Commissionより、仮訳

 2019年6月、EUは、非財務情報開示指令における気候関連情報の開示について、その内容を
補足するための任意のガイドラインを公表。

 同ガイドラインでは、TCFD提言の要素を盛り込む形で、気候関連のリスクと機会を整理。

企業、気候、社会が得る機会
（企業が気候変動の緩和と適応に貢献した場合）

気候変動に負の影響を与えるリスク

企業に負の影響を
与える
移行リスク

企業に負の影響を与える
急性かつ慢性の物理的リスク

社
会
の
反
応

政策
法律
技術
マーケット
レピュテーション

企業 気候
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（出典）Guidelines on non-financial reporting: Supplement on reporting climate-related information, European Commissionより、仮訳

 同ガイドラインでは、指令の要素とTCFDが推奨する開示内容を以下の通り整理。
非財務情報開示指令の要素

TCFDが推奨する開示 ビジネス
モデル

方針と
デューデリ
ジェンス

方針の成果 主要なリスク
とその管理

KPI

ガバナンス a)取締役会によ
る監視

b)経営者の役割

戦略 a)気候関連リス
クと機会

b)気候関連リス

クと機会のイン
パクト

c)組織戦略のレ
ジリエンス

リスク管理 a)識別と評価の
プロセス

b)管理のプロセ
ス

c)総合的リスク
管理への統合

指標と目標 a)評価に用いる
指標

b)GHG排出量

c)目標
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1.（２）EU非財務情報開示指令
気候関連情報のレポーティングに関するガイドライン



6（出典）Interconnected Standard Setting for Corporate Reporting, Accountancy Europe, December 2019

 ２０１９年１２月、Accountancy Europe（※）は、数ある非財務情報のレポーティングフレームワークを
調和、合理化、統合させ、コアとなるグローバル指標を作成することの必要性を提言。

 非財務情報開示の基準（INFRS）を作成するためのボード（INSB）及び財務情報開示と非財務情報開
示の双方に責任を持つ財団(Corporate Reporting Foundation)を新設し、さらに、財務と非財務を接
続させるための概念フレームワークの策定を検討することを発表。

（※）ヨーロッパ地域の会計職業専門家及び監査人を代表する組織。

1.（３）Accountancy Europe
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２．EUベンチマーク規則

（出典）EUベンチマーク規則（Regulation(EU)2019/2089）、 Report on Benchmarks, TEG, September 2019

 EUは、２０１９年１２月、ベンチマーク規則（※１）を改正・公布。

 インデックス会社に対し、ESGベンチマークを組成する場合は、メソドロジーへどれだけESG要素を反映し
ているかについて公表を求めるとともに（※２）、ベンチマーク・ステートメントにおいても、当該ベンチマークへ
どのようにESG要素を組み入れているかの開示を義務づけた（※３） 。２０２０年４月３０日より適用。

開示事項（エクイティ・ベンチマークの場合）

（※１）金融ベンチマーク（金融指標）を包括的に規制する規則。
（※２）Article 13 1.(d)
（※３）Article 27 2a.（域内で使用できるベンチマークは、欧州証券市場機構
（ESMA）の公開登録簿に掲載されているものに限られ、登録を行ったベンチマーク管理者
は、ベンチマーク・ステートメントを公表しなければならない。）



 EUサステナブル・ファイナンスは、SDGsやパリ協定を念頭に置き、①持続可能で包括的な成長を
達成するために資金の流れを持続可能な投資へ振り向けること、②気候変動や環境、社会課
題にかかる金融リスクを管理すること、③金融・経済活動の透明性と長期志向を促すことを目的
としている。

＜EUサステナブル・ファイナンス アクションプランの狙い＞
課題認識 課題に対応するアクション

「サステナブル投資」の共通の定義が存
在しないこと

サステナブルな経済活動に対するEUの独
自の基準（タクソノミー）を作る

投資商品には「グリーンウォッシュ」のリス
クが存在

投資家に確信を与える「グリーン」な金融商
品の基準とラベルを作る

銀行と保険会社は、気候変動や環境リ
スクを十分に考慮しないことがあること

金融機関の資本要件に気候変動や環境
リスクを反映するべきか検討する

投資家は時に持続可能性の要素を重
視せず、それらの影響を過小評価する

資金配分の際に持続可能性を考慮するよ
う、機関投資家の義務を明確にする

企業のサステナビリティ関連の事業活動
の情報が少なすぎること

非財務情報開示を促進する

信頼できる情報を

サステナビリティ及び
リスクマネジメントを

出典：欧州委員会ウェブサイト資料を和訳 https://ec.europa.eu/info/sites/info/files/180308-action-plan-sustainable-growth-factsheet_en.pdf

ガバナンスにおける
ロングターミズムを
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２．（参考）EUサステナブル・ファイナンス

https://ec.europa.eu/info/sites/info/files/180308-action-plan-sustainable-growth-factsheet_en.pdf
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３．IFRSにおける記述情報についての議論①

 IFRS Management Commentary Projectにおいては、財務情報を説明する報
告について議論中。２０２０年後半に公開草案が出される予定。

【出所】 Introduction to the Management Commentary より抜粋
https://www.ifrs.org/-/media/project/management-commentary/supporting-material/introduction-to-the-management-
commentary.pdf
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 投資家のキャピタルアロケーション判断に資する情報という視点から整理。
 拘束力のある基準等ではないという前提での議論。

３．IFRSにおける記述情報についての議論②

【出所】 Introduction to the Management Commentary より抜粋
https://www.ifrs.org/-/media/project/management-commentary/supporting-material/introduction-to-the-management-
commentary.pdf
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【出所】 Introduction to the Management Commentary より抜粋
https://www.ifrs.org/-/media/project/management-commentary/supporting-material/introduction-to-the-management-
commentary.pdf

 IFRSにおける記述情報についての議論も、企業の長期的な成長力を測るために必要な
情報という整理。

３．IFRSにおける記述情報についての議論③
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ディスカッションポイント

① 昨今のグローバル動向を、日本企業はどのように捉えるべきか。着目すべきポイントはどこ
か。

② レポーティングの充実や機関投資家との対話に取り組んできた日本企業は、以下の課
題に直面しているのではないか。

a. 非財務要素が財務に与える影響を開示する動きへの対応（TCFD等）
b. 対外的なコミュニケーションに使用している開示媒体（有報、統合報告、決算説明

資料、IRミーティング資料等）の役割分担の再考
c. 情報開示のガバナンスのあり方（取締役会の関与）
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追加資料
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開示事例：Barrick Gold Corporation（カナダ, 採掘）

（出典）TCFD Good Practice Handbook, CDSB(Climate Disclosure Standards Boards）, September 2019より一部抜粋、仮訳

取締役会レベルの委員会（the Board’s 
Corporate Responsibility 
Committee）が、気候変動に関するポリシー
やプログラム、パフォーマンスを監督していると述
べている。

監査委員会とリスク委員会双方の役割や、取
締役会との接点についてもよく説明している。
他社のガバナンスの開示では、これらは必ずしも
クリアになっていない。

Annual Report 2018 ー Management’s Discussion and Analysisより

気候変動が会社の正式なリスク管理プロセス
に組み込まれていると述べている。これは、
TCFDの中核要素であるガバナンスとリスクマネ
ジメントの相互接続性を示している。

アニュアル・レポートでは、財務的な説明の後、’Climate 
Change’に関する説明に１ページ設け、’ Understand 
and mitigate the risks associated with climate 
change’の項目の次に記述されている。
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開示事例：Unilever（オランダ・英国, 消費財）
Annual Report and Accounts 2018 ー Strategic Report, Risksより

主要な商品への気候変動の影響を評価するために取り得る、段階的なア
プローチについて述べている。この事例では、まずは大豆で試験的な分析
を行い、今後はパーム油や紅茶に広げていくとしている。

将来の大豆の収穫量を予測し、大豆油価格の変動がもたらす影響につい
て定量化するためのメソドロジーを開発したと述べており、ビジネスにおける
財務上のリスクは低いと結論づけている。他方で、壊滅的な災害等、間接
的な気候変動リスクについては、このモデリングに含めていないと注記した。

この事例は、仮に開発途中であったとしても、気候変動関連の財務リス
クと機会を特定し、管理するための内部プロセスを報告した良い事例で
ある。

（出典）TCFD Good Practice Handbook, CDSB(Climate Disclosure Standards Boards）, September 2019より一部抜粋、仮訳
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開示事例：SSE plc（英国・アイルランド, 電力・ガス）
‘Valuing Difference’ Diversity Reportより

インクルージョンへの投資を、パフォーマンスと戦略にリンクさせている。

インクルージョンへの投資効果を定量化するReturn on Inclusion
（ROI）調査を実施。メソドロジー等の詳細は別途開示。
このROIツールは、SSEが実施するジェンダー・ダイバーシティ・イニシアチブ
への投資効果をレビューすることに役立つとともに、各種プログラムの活性
化や、新たなインクルージョン戦略の投資収益率を高めるためにも活用
できる。

（出典）Workforce-related corporate reporting, Financial Reporting Lab(FRC), January 2020より抜粋、一部仮訳
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開示事例：Rentokil Initial plc（英国, 衛生サービス）
Annual Report 2018 ー Strategic Report, Key Performance Indicatorsより

KPIと従業員に関する戦略をリンクさせている。

（出典）Workforce-related corporate reporting, Financial Reporting Lab(FRC), January 2020より抜粋、一部仮訳
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